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株主各位

－ 1 －

　 　 　証券コード　8200

株 主 各 位　 平成23年５月９日
　 　 本店所在地　長崎県長崎市鍛冶屋町６番50号
　 　 本社事務所　（東京本社） 東京都大田区大森北一丁目18番18号ＮＪビル
　 　 （福岡本社） 福岡県福岡市博多区豊一丁目１番６号

　 　 株式会社リンガーハット
　 　 代表取締役会長兼社長 米 濵 和 英

第47期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　また、このたびの東日本大震災により被災された皆さまには心よりお見舞い申しあげます。　
さて、当社第47期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通

知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な

がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、平成23年５月24日（火曜日）午後６時までに到着するようご返送をお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成23年５月25日（水曜日）午前10時
２．場 所 福岡県福岡市中央区渡辺通一丁目１番２号
　 　 ホテルニューオータニ博多　３階　芙蓉の間
　 　 ※例年の同ホテル４階会場から３階会場（芙蓉の間）に変更いたしておりますのでご注意くだ

さい。（末尾案内図ご参照）
３．目 的 事 項 　
　 報 告 事 項 １．第47期（平成22年３月１日から平成23年２月28日まで）事業報告、連結計算書

類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
　 　 ２．第47期（平成22年３月１日から平成23年２月28日まで）計算書類報告の件
　 決 議 事 項 　
　 第１号議案 剰余金処分の件
　 第２号議案 取締役５名選任の件
　 第３号議案 監査役１名選任の件
　 第４号議案 補欠監査役１名選任の件
４．招集に当たっての決定事項
(1) 議案に対して賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取扱います。
(2) 代理人により議決権を行使される場合は、当社定款の定めに従い、議決権を有する他の株主さ
ま１名を代理人として株主総会にご出席いただくことが可能です。ただし、代理権を証明する書
面をご提出いただくことが必要です。

以　上

１．当日ご出席の際は、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
２．株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、当社ホームページ

（http://www.ringerhut.co.jp/）に掲載させていただきます。　
３．株主総会終了後、株主懇談会を開催いたしますので、併せてご出席くださいますようご案内申しあげます。なお

懇談会につきましては、後記51頁「株主懇談会のご案内」に記載いたしております。
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（提供書面）

事　業　報　告

(平成22年３月１日から)平成23年２月28日まで

　

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国の経済は、アジアを中心とした新興国のめざましい経済発展

と、政府の緊急経済対策などの効果により、底打ち感がみられたものの、個人消費の本格的な

回復までには至っておらず、依然としてデフレ基調から脱しきれない状況が続いております。

当フードサービス業界におきましては、特にファストフード業態の好調が牽引力となり、業

界全体での売上高、客数ともに前年を上回る一方で、客単価は前年割れし、業態による浮沈の

格差が顕著になるなど、より一層の戦略的経営を迫られております。

このような環境の中で、当社グループは来る2012年の創業50周年に向けて『企業体質の強

化』構築のため、お客さまのニーズに合った店づくりとともに、さらなる経営の健全化に努め

てまいりました。

◆『お客さまのニーズに合った店づくり』

2009年10月より実施した、使用野菜の全面国産化は多くのお客さまからのご支持とご好評を

いただき、特に「野菜たっぷりちゃんぽん」が発売からわずか１年間で累計500万食を超える

ヒット商品となるなど、当社グループの業績に大きく貢献することができましたが、この野菜

国産化の成功にのみ依存することなく、新たなお客さまニーズにお応えすべく、さまざまな営

業施策に取り組んでまいりました。　

ご来店されるお客さまのニーズは、単一の業態の中にあっても店舗立地特性によって多種多

様であることから、当社グループでは営業管理組織を、地域別管理体制から利用形態別に一新

いたしました。幹線道路沿いの「ロードサイド型」／駅前立地や都心繁華街を中心とした「ビ

ルイン型」／ショッピングセンター内の「フードコート型」と、それぞれの特性に応じた来店

動機を喚起する営業戦略に取り組んでまいりました。

同時に１店舗当たりの売上高増加施策として各業態別にモデル店舗開発チームを編成し、低

投資でのドライブスルー方式によるちゃんぽん・とんかつ商品の販売を実施、2010年6月にリ

ンガーハット佐世保大野店への初導入を皮切りに、当連結会計年度末までに浜勝業態を含め84

店舗まで拡大いたしました。
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またリンガーハット業態では、夜間利用のお客さまニーズを取り込むために、居酒屋風への

改装を実施するなど、いずれの施策も一定の効果をあげ、売上高純増に大きく貢献し、今後の

モデル店舗開発にも大きな可能性を見出すことができました。

◆『原価低減と少数精鋭の実現』

当連結会計年度は企業体質強化に向けて、企業としての高収益化を図ってまいりました。

まず生産工場部門におきましては、生産の高効率化のために佐賀工場敷地内に第二工場を建

設し、太宰府工場を移転することにより、西日本エリアの生産拠点を佐賀工場に集約いたしま

した。さらに将来の1,000店舗体制の布石として、富士小山工場隣接地を購入し、新たに冷凍

具製造ラインを新設するなど、当期の新規出店地域である北海道・東北地区も含めた、東日本

エリアへの食材供給の物流コストの低減を進めました。

また生産技術部門においては、製造機械の内製化にも取り組み、今後のさらなる製造コスト

低減と製造直売業としての体制強化・研究開発が進んでおります。

人財施策におきましては、次世代リーダーを育成する理念伝承塾などの階層別教育や、パー

ト・アルバイト向けの外国人勉強会を継続的に開講するなど、人財の底上げにも注力してまい

りました。

本社部門におきましては、機構改革により「小さな本社」の実現に向けて各部門の統廃合を

実施、財務内容についても健全化を推進し、当期末有利子負債を前期比で23億53百万円減とな

る74億93百万円まで圧縮、借入金依存度も32.5％まで低減いたしました。

出店政策におきましては、当連結会計年度における新規出店は、北海道、青森県、岩手県な

どへの初進出、さらに初の海外フランチャイズとしてタイのバンコクへ出店するなど、ショッ

ピングセンターを中心に31店舗を出店、不採算店など15店舗を閉店し当連結会計年度末では合

計573店舗（うちフランチャイズ店舗123店舗）となり、前連結会計年度比で16店舗の増加とな

りました。

以上の結果、当連結会計年度は、「日本の野菜」を使用した取り組みが前連結会計年度に引

き続き好調を維持、各種メディアにも度々とりあげられるなど話題を呼び、特にファミリー客

層を中心としたショッピングセンター店舗の売上が大きく増加したことなどにより、連結売上

高は341億64百万円（前連結会計年度比17億80百万円増）となりました。利益面におきまして

も、１店舗当たりの売上高を増加させることでトータルコストを低減させる施策や、工場にお

ける内製化や機構改革によるコスト削減も奏功し、営業利益は15億72百万円（同６億38百万円

増）、経常利益は14億３百万円（同６億19百万円増）、当期純利益７億77百万円（同２億56百

万円増）と、大幅な増収増益とすることができました。

事業別概況は次のとおりであります。
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＜長崎ちゃんぽん事業＞

長崎ちゃんぽんリンガーハットは、前連結会計年度から開始した「日本の野菜」の導入１周

年記念商品として「野菜たっぷり皿うどん」を発売するなど好調を維持しつつ、さらにお客さ

まニーズを取り込むために、「日本の小麦粉」を100％使用したちゃんぽん麺の無料増量サー

ビスが多くのお客さまからの支持をいただき、これら積極的な施策が１店舗当たりの売上高増

に貢献することができました。

ロードサイド店舗におけるドライブスルー方式導入にあたっては、低投資かつ短期間で改装

できる「カーポートタイプ」を採用、ドライブスルー１号店の佐世保大野店への導入から、わ

ずか９ヶ月間で54店舗に導入し、麺類メニューのドライブスルーとしての話題性とともに売上

高の積み増しに貢献いたしました。

また、都心ビルイン型店舗では、夜間人口が多い都心立地の特性に着目、そのお客さまニー

ズを取り込むと同時に、スピード提供のおつまみ類の充実とともに酒類摂取率をあげる施策を

実施いたしました。

さらにフードコートタイプ店舗では、ファミリー層や女性客ニーズを意識したメニューとし

て、フレッシュマンゴーなどのフルーツを使用した「長崎あんにん」を開発するなど、いずれ

の施策も既存店の販売力強化に一定の効果をあげることができました。

新規出店では初の出店地域となる北海道、東北地区のほか首都圏を中心として計29店舗を出

店、不採算店など11店舗を閉店し、当連結会計年度末の店舗数は464店舗（うちフランチャイ

ズ店舗107店舗）となりました。

以上の結果、売上高は245億31百万円（前連結会計年度比18億99百万円増）、営業利益は16

億30百万円（同７億75百万円増）と大幅な増収増益となりました。

＜とんかつ事業＞

浜勝は、とんかつ専門店としての原点に戻り、『お客さまに喜んでいただける店づくりとＶ

字回復』を目的に諸施策に取り組んでまいりました。

販売施策では、季節の食材を厳選した期間限定メニューを定期的に投入しつつ、産地にこだ

わった素材を用いた炊き込みご飯などを新発売いたしました。　

お客さまニーズの取り込み策としては、リンガーハットに続いて、ロードサイド店舗におい

て2010年10月にはお弁当や総菜のドライブスルーを初導入、当連結会計年度末で30店舗まで拡

大いたしました。

また、ショッピングセンター店舗においては、丼メニューや低価格帯商品をラインナップに

加えてお手頃感を演出する一方で、ショッピングセンターという立地の先入観にとらわれるこ

となく、買い物のお客さまがゆっくり寛げるように、畳敷きの小上がり席への改装を進めるな
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ど、小さなお子さま連れファミリー層やご年配層のお客さまのニーズにお応えする新しい施策

を実施してまいりました。　

新規出店では、新しいモデル店舗となる都心に近いロードサイド型店舗の小金井公園店など

２店舗を出店、不採算店４店舗を閉店し、当連結会計年度末における店舗数は108店舗（うち

フランチャイズ店舗16店舗）となりました。

フードサービス業界が低価格帯志向となる中にあっても、浜勝ならではの施策に取り組んで

まいりましたが、比較的客単価が高いとんかつ業態は苦戦を強いられ、売上高90億53百万円

（前連結会計年度比３億51百万円減）、営業利益６億32百万円（同２億19百万円減）となりま

した。

＜和食事業＞

長崎卓袱浜勝では、長崎の郷土料理卓袱（しっぽく）を、予約なしでも手頃な価格で、観光

客はもちろんのこと地元顧客にも楽しんでいただける店づくりに注力しております。当連結会

計年度は、昨今の「坂本龍馬」人気による観光客の増加が好影響となって、売上高は２億28百

万円（前連結会計年度比26百万円増）、営業利益は１百万円（前連結会計年度は営業損失31百

万円）と増収増益となりました。

＜設備メンテナンス事業＞

　設備メンテナンス事業には、当社グループ内直営店舗及びフランチャイズ店舗の設備メンテ

ナンスに係る工事受注や機器保全などが主な事業であり、当年度はグループ内メンテナンス工

事の増加により、売上高は19億72百万円（前連結会計年度比８億65百万円増）、営業利益１億

13百万円（同69百万円増）と増収増益となりました。
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②　設備投資の状況

当連結会計年度中に実施いたしました設備投資金額（敷金、差入保証金及び建設協力金を含

む）は29億11百万円で、その主なものは次のとおりであります。
　 （百万円未満切り捨て）

設 備 投 資 内 容 投 資 金 額

　 百万円

①　新設店舗工事 671

②　改造・改装工事 516

③　店舗設備購入 292

④　工場設備購入 1,200
⑤　その他設備 230

合 計 2,911

（注）１．記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しておりますので、加減結果が合計表示と不一致となる場合があります。

　　　　　（以下同様）

　　　２．上記金額には、リースによる投資額５億89百万円が含まれております。　　

　　　３．上記のうち④工場設備購入は、富士小山第２工場の用地及び建物設備取得、並びに旧太宰府工場の佐賀第２工場への統合に係る設

備投資が主なものであります。

　

③　資金調達の状況

当連結会計年度において、今後の業容拡大と自社工場への設備投資を目的として、自己株式

の処分に係る当社株式の売出し及び第三者割当による自己株式の処分、並びに第三者割当によ

る新株式発行を行い、以下のとおり総額1,645,740千円の資金調達を行いました。

1）自己株式の処分に係る当社株式売出し

　・処分株式数　　当社普通株式 1,400,000株

　・資金調達額　　1,280,020千円（平成22年３月26日）　

2）第三者割当による自己株式の処分

　・処分株式数　　当社普通株式   260,000株

　・資金調達額　　　237,718千円（平成22年４月21日）　

3）第三者割当による新株式発行

　・発行新株式数　当社普通株式　 140,000株

　・資金調達額　　　128,002千円（平成22年４月21日）

　　

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

該当する事項はありません。
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⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

該当する事項はありません。

　

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

該当する事項はありません。

　

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

該当する事項はありません。

　

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区分／期別
平成1 9年度
第 4 4 期

平成2 0年度
第 4 5 期

平成2 1年度
第 4 6 期

平成2 2年度
第47期(当期)

売 上 高 (百万円) 36,565 35,375 32,383 34,164

経 常 利 益 (百万円) 429 29 783 1,403

当期純利益又は当期純損失（△） (百万円) 37 △2,434 521 777

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益
又 は 当 期 純 損 失 （ △ ）

(円) 1.86 △120.12 25.75 35.49

純 資 産 (百万円) 10,083 7,702 8,206 10,462

総 資 産 (百万円) 25,033 23,364 22,076 23,069

（注）１．売上高には、その他の営業収入を含めて記載しております。

２．記載金額については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

３．１株当たり当期純利益又は当期純損失は、期中平均発行済株式数に基づき算出しております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係

該当する事項はありません。

　

②　重要な子会社の状況

名 称 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

　 百万円 ％ 　

リ ン ガ ー ハ ッ ト ジ ャ パ ン 株 式 会 社 100 100.0 「長崎ちゃんぽんリンガーハット」の営業

浜 勝 株 式 会 社 100 100.0 「 と ん か つ 浜 勝 」 の 営 業

株 式 会 社 和 華 蘭 30 100.0 食 品 等 の 通 販 事 業

リ ン ガ ー ハ ッ ト 開 発 株 式 会 社 300 100.0 設 備 メ ン テ ナ ン ス 業

　

(4) 対処すべき課題

1962年（昭和37年）７月、長崎市において当社グループの創業店舗「とんかつ浜かつ」（現浜

勝本店）が産声を上げ、来る2012年には50周年を迎えます。第48期におきましては『創業50周年

に向けて、企業体質を強化しよう』をスローガンに、さらなる健全で強固な企業を目指してまい

ります。

◆　活気ある店づくり

「お客さまニーズにお応えした店づくり」によって第47期はさまざまな取り組みを実施しま

したが、やはり店舗という「現場」でのお客さま満足度を高めることが、サービス業の重要な

テーマとなります。お客さまがご入店された瞬間やお帰りの際に感じる「活気」、すなわちス

タッフの元気、やる気、気遣いを伝えるだけでなく、お客さまの視覚、聴覚などの五感に訴え

かける店づくりを目指します。　　

Ｑ（クォリティ）・Ｓ（サービス）・Ｃ（クリンリネス）の向上を目指したトレーニングの

継続的実施はもちろん、ドライブスルーサービスの改善を積極的に進め、また地域別・立地形

態別メニューの導入と展開によって、来店客数増を図ってまいります。

また新しいニーズの取り込みとして、女性のお客さまが一人でも入りやすい「女性向け」業

態店舗開発にも取り組み、内外装だけでなく、低カロリーメニューやデザート類の充実など、

今後都心部における多店舗展開の可能性を追求し、ブランド価値向上に努めてまいります。　
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◆　すべての原価を低減

主要な原価となる原材料仕入れコスト、生産工場における製造並びに物流コスト、本部間接

経費のみならず、「目に見えるムダ」「仕組み上のむだ」「人が引き起こす無駄」などの原価

低減にも取り組んでまいります。

◆　少数精鋭体制の実現

さらなる収益性向上のために、社員一人ひとりの能力を発掘し、「多能工」的スキルと自己

啓発を促進するための全社員教育を実施してまいります。　

また水耕栽培などの実用化や、調理機器等の自社開発などの研究チームとして、商品科学研

究所と生産技術研究所をそれぞれ新設、外食チェーンとしてのノウハウ産業化を目指してまい

ります。

さらに使用野菜国産化に象徴される「食の安心・安全」に対するガバナンス構築のために、

ISO22000*の認証取得にも取り組んでまいります。
*食品安全マネジメントシステムに関する国際規格

◆　50周年に向けた中期経営計画策定

当社は2010年10月13日開催の取締役会において、『創業50周年に向けた企業体質強化』をテ

ーマに、第48期を初年度とする中期３カ年計画を策定し、成長戦略とともに、財務強化を図り

ながら健全な経営を着実に進め、株主の皆さまとともに当社グループの企業価値向上に努めて

まいりたいと存じます。　

　

なお、平成23年３月11日に発生しました東日本大震災では、当社グループの直接的な物損は

軽微ではありましたが、この未曾有の事態による国内の経済的損失は余りにも大きく、福島第

一原子力発電所の損壊による電力供給事情の悪化や、国産野菜を中心とした原材料調達への影

響など、今後の当社業績への影響は不透明であります。

しかしながら、当社はフードサービス業の使命としての、安心・安全な食の提供を果たしつ

つ、被災地の復興にも微力ながら貢献してまいりたいと存じますので、かつてない非常に厳し

い経営環境下ではありますが、株主の皆さまにおかれましては引き続きなお一層のご理解とご

支援を賜りますようお願い申しあげます。

末尾ながら、このたびの大震災の犠牲者の方々に謹んで哀悼の意を表し、被災された方々に

衷心よりお見舞いを申しあげますとともに、一日も早い被災地の復興をお祈り申しあげます。

当社グループといたしましても、微力ながらも被災地復興に向けて尽力してまいりたいと存じ

ます。　
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(5) 主要な事業内容（平成23年２月28日現在）

当社グループは、当社と子会社４社及び関連会社１社*で構成され、「長崎ちゃんぽん」の専門

店「リンガーハット」、「とんかつ」の専門店「浜勝」を主としたチェーン店及び長崎郷土料理

「長崎卓袱浜勝」の経営、食品・食品原材料の製造・加工並びに販売及び設備メンテナンスを主

な内容とする事業活動を行っております。

（注）*Champion Foods Company Limited（当社出資額975万バーツ／出資比率39%）　

　

(6) 主要な営業所及び工場（平成23年２月28日現在）

企業集団の主要拠点等

当社本店 長崎県長崎市鍛冶屋町６番50号（登記上の本店）

東京本社 東京都大田区大森北一丁目18番18号　ＮＪビル

福岡本社 福岡県福岡市博多区豊一丁目１番６号

工場 佐賀工場 佐賀県神埼郡吉野ヶ里町大曲4550番地５号

　 富士小山工場 静岡県駿東郡小山町棚頭字高天秤224番５号

　 鳥栖分工場 佐賀県鳥栖市神辺町字俵土手1540番地
（注）旧太宰府工場は、平成22年11月末を以て佐賀工場（第２工場）へ移転統合いたしました。
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店　　舗（総店舗数573店）
（平成23年２月28日現在）

都道府県
リ ン ガ ー ハ ッ ト 浜 勝

直 営 店
フ ラ ン
チャイズ店

小 計 直 営 店
フ ラ ン
チャイズ店

小 計

北 海 道 3 － 3 － － －
青 森 県 － 1 1 － － －
岩 手 県 － 1 1 － － －
宮 城 県 － 2 2 － － －
東 京 都 65 4 69 6 － 6
千 葉 県 29 － 29 2 － 2
神奈川県 54 1 55 － 1 1
埼 玉 県 35 9 44 3 － 3
群 馬 県 2 1 3 1 － 1
栃 木 県 3 1 4 － － －
茨 城 県 5 － 5 － － －
山 梨 県 2 － 2 － － －
静 岡 県 1 5 6 1 － 1
岐 阜 県 2 － 2 － － －
愛 知 県 14 3 17 － － －
三 重 県 － 2 2 － － －
滋 賀 県 1 － 1 － － －
京 都 府 1 － 1 － － －
奈 良 県 1 1 2 － － －
大 阪 府 8 1 9 － － －
兵 庫 県 5 1 6 2 － 2
香 川 県 － 1 1 － － －
愛 媛 県 － 1 1 － － －
広 島 県 6 － 6 7 － 7
山 口 県 4 － 4 4 － 4
福 岡 県 64 20 84 32 8 40
佐 賀 県 5 10 15 6 － 6
長 崎 県 13 16 29 9 5 14
大 分 県 5 8 13 3 － 3
熊 本 県 10 10 20 7 2 9
宮 崎 県 9 2 11 6 － 6
鹿児島県 6 5 11 3 － 3
沖 縄 県 4 － 4 － － －
海 外 － 1 1 － － －
合 計 357 107 464 92 16 108

（注）上記のほか和食業態店舗（長崎卓袱浜勝）１店舗を長崎県に出店しております。
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(7) 従業員の状況（平成23年２月28日現在）

①　企業集団の従業員の状況

事 業 部 門 従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

長崎ちゃんぽん事業 311（3,207）名 △14（＋296）名

とんかつ事業 99（1,238） △9 （＋ 9）

和食事業 6　 （41） ＋1 （＋ 3）

設備メンテナンス事業 　　26　 （12） ＋2（＋  3）

全社（共通） 83　 （19） ±0（△  2）

合 計 525（4,517） △20（＋309）

（注）１．従業員数は就業人員であり、パートタイマー・アルバイトは（　）内に年間の平均人員（１ヵ月165時間換算）を外数で記載して

おります。

２．全社（共通）と記載されている従業員数は、特定の事業に区別することができない管理部門に所属しているものであります。

　

②　当社の従業員の状況

従 業 員 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

127（517）名 △5（＋53）名 43.6歳 17.2年

（注）　従業員数は就業人員であり、パートタイマー・アルバイトは（　）内に年間の平均人員（１ヵ月165時間換算）を外数で記載してお

ります。　
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(8) 主要な借入先の状況（平成23年２月28日現在）

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 十 八 銀 行 1,244百万円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 1,153

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 999

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 919

株 式 会 社 福 岡 銀 行 580

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 549

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 310

住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 200

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 30

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 16

　　　（注）１．記載金額の百万円未満は切り捨てて表示しております。

　　　　　　２．上記借入金残高のほかに、下記社債の当期末残高があります。

　　　　　株式会社三井住友銀行適格機関投資家譲渡限定私募債　　　　　　134百万円　

　　　　　株式会社みずほ銀行適格機関投資家譲渡限定無担保社債　　　　　480百万円

　　　　　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行適格機関投資家譲渡限定無担保社債　400百万円　

　

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

決算期後の2011年３月11日に発生しました東日本大地震により、宮城県内のフランチャイズ

２店舗及び茨城県内の直営３店舗が被害を受けましたが、その損害額は不明で、宮城県の被災

２店舗（リンガーハットイオン仙台泉大沢店及びリンガーハットイオンモール名取エアリ店）

については営業再開の見通しは不明です。その他の関東地区店舗においては、調理設備の一部

や什器・照明器具が破損するなどの被害がありましたが、いずれも比較的軽微な損害であり、

震災後直ちに復旧工事に順次着手しております。

なお、震災直後は原材料物流事情混乱の影響がありましたが、東北地区以外においては物流

配送は正常化しております。ただし計画停電実施により、関東地区の店舗においては、一部の

店舗は営業の一時中断及び営業時間の短縮などの影響がでております。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成23年２月28日現在）

①　発行可能株式総数 46,000,000株

②　発行済株式の総数 22,067,972株

③　株主数 19,007名

④　単元株式数 100株

⑤　大株主の状況（上位10名）

株 主 名 持 　  株 　  数 （ 株 ） 持  株  比  率 （ ％ ）

ヨ ネ ハ マ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 有 限 会 社 2,265,000 10.26

株 式 会 社 十 八 銀 行 1,005,000 4.56

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口４) 1,002,200 4.54

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 629,600 2.85

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 535,095 2.43

ア サ ヒ ビ ー ル 株 式 会 社 527,500 2.39

株 式 会 社 損 害 保 険 ジ ャ パ ン 492,500 2.23

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口９) 475,000 2.15

株 式 会 社 福 岡 銀 行 348,184 1.58

麒 麟 麦 酒 株 式 会 社 332,780 1.51

（注）持株比率は自己株式（9,520株）を控除して計算しております。

　　　　
(2) 新株予約権等の状況

　　該当する事項はありません。　

（注）平成17年11月14日発行の第１回新株予約権は、平成22年５月31日付を以て権利行使期間を終了しております。　
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成23年２月28日現在）

役 職 名 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役会長兼社長 米 濵 和 英
リンガーハットジャパン㈱代表取締役社長
浜勝㈱代表取締役社長　　

専 務 取 締 役 鎌 田 武 紀 海外事業統括責任者　フランチャイズ企画開発管掌

常 務 取 締 役 八 幡 和 幸 グループ中期経営計画・財務統括責任者

常 務 取 締 役 前 田 泰 司 モデル店舗開発・技術開発統括責任者

取 締 役 米 濵 鉦 二 最高顧問

常 勤 監 査 役 閑 　 敏 郎 　

監 査 役 東 　 　 　 富 士 男 東法律事務所　所長

監 査 役 増 山 晴 英 　

（注）１．監査役東富士男氏及び監査役増山晴英氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．監査役東富士男氏及び監査役増山晴英氏は、東京証券取引所及び福岡証券取引所が定める「独立役員」に該当するものとして指定

し、両取引所に届け出ております。

　

②　当事業年度中に退任した取締役及び監査役

　　当事業年度中に退任した者はありません。

　

③　取締役及び監査役に支払った報酬等の総額
（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役
（ う 　  ち 　  社 　  外 　  取 　  締 　  役 ）

5名
（-）

118百万円
（-）

監 査 役
（ う 　  ち 　  社 　  外 　  監 　  査 　  役 ）

3
（2）

20
（5）

合 計
（ う 　  ち 　  社 　  外 　  役 　  員 ）

8
（2）

139
（5）

（注）１．取締役のうち、使用人兼務取締役に該当する者はありません。

２．平成13年１月23日開催の臨時株主総会において、取締役の報酬限度額は月額30百万円以内、監査役の報酬限度額は月額５百万円以

内と承認されております。
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④　社外役員に関する事項

(ｲ)他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

監査役東富士男氏は、東法律事務所の所長を兼務しております。なお、当社は東法律事務

所との間に顧問弁護士契約を締結しております。

(ﾛ) 他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況及び当社と当該他の法人等との関係

該当する事項はありません。

　　　(ﾊ) 当事業年度における主な活動状況

　区　分 　主な活動状況

監査役　東富士男 　当事業年度中に開催された取締役会11回*のうち９回、監査役会７回のすべてに出席し、海外展開戦略
や商品開発戦略等について発言を行っております。

監査役　増山晴英 　当事業年度中に開催された取締役会11回*のうち８回、監査役会７回のうち６回に出席し、主に財務内
容に関しての発言を行っております。

　*このほか書面決議を５回行っております。

(ﾆ) 責任限定契約の内容の概要

当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害

賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、各社外監査役ともに、会社法第425条第１項

に定める最低責任限度額としております。　
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(4) 会計監査人の状況

①　名称 新日本有限責任監査法人

　

②　報酬等の額

　 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 38百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 38

   (注）   当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分し

ておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合など、その必要があると判断した場

合は、監査役会の同意を得た上で、又は下記に掲げる監査役会の請求に基づいて、会計監査人

の解任又は不再任を株主総会に提案いたします。

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合など、その必要があると判断した場

合は、取締役会に会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすることを請求しま

す。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め

られる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。この場

合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査

人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

　

④　責任限定契約の内容の概要

当社と会計監査人新日本有限責任監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠

償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。　
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(5) 業務の適正を確保するための体制

当社は、「業務の適正を確保するための体制」（いわゆる内部統制システム）の整備構築に係

る基本方針を以下のとおり定めております。

①　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社グループの役員並びに従業員は、「リンガーハットグループ行動基準」に掲げる五つの

実践訓によって形成される倫理観並びに行動基準を指針とし、企業の社会的責任（ＣＳＲ）を

果たし、その基礎となる法令・定款を遵守するコンプライアンス体制を推進する。

　

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役は、取締役会規則並びにリンガーハットグループ役員内規の定めに従って職務を遂行

し、その職務執行に係る電磁的記録を含む議事録・資料書類等については、厳重な管理のもと、

適切に保存する体制を推進する。

　

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

既存の危機管理マニュアルを十分に運用しつつ、また想定されるあらゆるリスク評価と見直

しをＣＳＲ推進部署を中心に行っていく体制を推進する。

　

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

常勤の取締役で構成する常勤役員会の設置と、職務権限規程に定める業務分掌により、各取

締役が常に適正かつ効率的に職務執行ができる体制を推進する。

　

⑤　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

使用人のコンプライアンス体制を確保するため、倫理委員会を設置しリンガーハット・ヘル

プラインを運営しながら、法令・定款違反を未然に防止する体制を推進する。

　

⑥　会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

全社あるいはリンガーハットグループ全体に影響を及ぼす重要事項については、会議開催に

よる多面的な検討を経て慎重に決定する仕組みとし、同グループの取締役、執行役員及び監査

役で構成する経営合宿を設置する。また、業務運営の状況を把握し、その改善を図るため内部

監査を実施する。
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⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する

事項及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項

ＣＳＲ部に属する内部監査担当が監査役の職務の補助を行う。また内部監査担当の人事異動

及び人事考課については、監査役の同意を得た上で決定する。

　

⑧　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制

会社の信用失墜や業績に重大な影響を及ぼす恐れのある事項、また「リンガーハットグルー

プ行動基準」に著しく反する事実があった場合に、リンガーハット・ヘルプラインが有効に機

能し、取締役はその報告を監査役に遅滞なく報告できる体制を推進する。

　

⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役の独立性要件を確保するため、監査役会規則の整備を推進する。

また監査役は経営合宿などの重要な会議に出席することができる。さらに総務人事部門、Ｃ

ＳＲ部門は必要に応じて監査役の職務を補助することができ、内部監査担当及び会計監査人は、

監査役との連携を図り、適切な意思疎通と監査に必要な情報の共有及び実効的な監査業務の遂

行を支援する。

　

(6) 会社の支配に関する基本方針

該当する事項はありません。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成23年２月28日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資　 産　 の　 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

建 設 協 力 金

敷 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

　

2,597,045

1,152,964

315,244

86,888

12,869

220,280

291,425

135,802

306,231

75,338

20,472,231

14,600,232

6,935,729

410,617

6,317,645

326,906

170,608

438,724

187,288

5,684,710

526,837

700,724

905,597

557,467

2,663,349

354,012

△23,279

（負　 債　 の　 部） 　
流 動 負 債 8,350,427

買 掛 金 568,908
１年内償還予定の社債 246,000
短 期 借 入 金 2,210,000
１年内返済予定の長期借入金 2,584,106
リ ー ス 債 務 57,354
未 払 費 用 731,426
未 払 金 1,026,721
未 払 法 人 税 等 377,077
未 払 消 費 税 等 112,239
株 主 優 待 引 当 金 52,013
店舗閉鎖損失引当金 139,680
そ の 他 244,898

固 定 負 債 4,255,862
長 期 未 払 金 422,537
社 債 768,000
長 期 借 入 金 1,685,527
リ ー ス 債 務 274,944
退 職 給 付 引 当 金 734,033
預 り 保 証 金 234,789
繰 延 税 金 負 債 61,000
そ の 他 75,030

負 債 合 計 12,606,290
（ 純  資  産  の  部 ） 　
株 主 資 本 10,407,797
資 本 金 5,066,122
資 本 剰 余 金 4,427,356
利 益 剰 余 金 924,848
自 己 株 式 △10,530

評 価 ・ 換 算 差 額 等 55,188
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 55,188

純 資 産 合 計 10,462,986
資 産 合 計 23,069,276 負 債 及 び 純 資 産 合 計 23,069,276
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連 結 損 益 計 算 書

( 平成22年３月１日から )平成23年２月28日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 　 32,840,350
売 上 原 価 　 10,590,154

売 上 総 利 益 　 22,250,196
そ の 他 の 営 業 収 入 　 1,324,062

営 業 総 利 益 　 23,574,258
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 22,001,530

営 業 利 益 　 1,572,727
営 業 外 収 益 　 　

受 取 利 息 13,229 　
受 取 配 当 金 8,081 　
雇 用 促 進 奨 励 金 6,385 　
そ の 他 10,609 38,307

営 業 外 費 用 　 　
支 払 利 息 149,346 　
社 債 発 行 費 26,774  
株 式 交 付 費 7,844  
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 6,042  
そ の 他 17,843 207,850

経 常 利 益 　 1,403,184
特 別 利 益 　 　

投 資 有 価 証 券 売 却 益 264 　
そ の 他 958 1,222

特 別 損 失 　 　
固 定 資 産 除 却 損 43,871 　
店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 繰 入 額 135,401 　
減 損 損 失 271,102 　
投 資 有 価 証 券 評 価 損 3,145 　
そ の 他 13,886 467,407

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 　 936,999
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 365,204 　
法 人 税 等 調 整 額 △206,162 159,041
当 期 純 利 益 　 777,957
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連結株主資本等変動計算書

( 平成22年３月１日から )平成23年２月28日まで
（単位：千円）

　

株 主 資 本
評価・換算
差 額 等

純資産合計
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

平成22年２月28日残高 5,028,962 4,679,259 338,225 △1,869,777 8,176,670 29,560 8,206,231

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

新 株 の 発 行 37,159 37,159  　 74,319 　 74,319

剰 余 金 の 配 当 　 　 △191,334 　 △191,334 　 △191,334

当 期 純 利 益 　 　 777,957 　 777,957 　 777,957

自己株式の取得 　 　 　 △1,236 △1,236 　  △1,236

自己株式の処分 　 △289,063 　 1,860,483 1,571,420 　  1,571,420

株主資本以外の項目の連
結会計年度中の変動額
（ 純 額 ）

　
　 　 　 　 ― 25,627 25,627

連結会計年度中の変動額合計 37,159 △251,903 586,623 1,859,246 2,231,126 25,627 2,256,754

平成23年２月28日残高 5,066,122 4,427,356 924,848 △10,530 10,407,797 55,188 10,462,986
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連　結　注　記　表

( 平成22年３月１日から )平成23年２月28日まで
　

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１．連結の範囲に関する事項
(1)　連結子会社の数及び名称

・連結子会社の数 ４社
・連結子会社の名称 リンガーハットジャパン株式会社

　 浜勝株式会社
　 株式会社和華蘭
　 リンガーハット開発株式会社

(2)　非連結子会社の状況
　非連結子会社に該当する会社はありません。

２．持分法の適用に関する事項
(1)　持分法を適用した関連会社の数及び名称

・関連会社の数 １社
・関連会社の名称 Champion Foods Co., Ltd.

(2)　持分法を適用していない関連会社の状況
　持分法を適用していない関連会社はありません。

(3)　持分法の適用の手続きについて特に記載すべき事項
　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係
る計算書類を使用しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社４社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
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４．会計処理基準に関する事項  
(1)　資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
　その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法に基づく原価法

②　たな卸資産
(イ)商品及び製品 月別移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）
(ロ)仕掛品　　　　　 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　
(ハ)原材料及び貯蔵品 　

　・原材料 月別移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下
げの方法）

　・貯蔵品　 最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）　
 
③　デリバティブ 時価法

(2)　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

　 なお、平成11年３月１日以降に取得した取得価額10万円以上
20万円未満の資産については、３年間で均等償却する方法を
採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。

　 建物及び構築物　　　　10年～31年
　 機械装置及び運搬具　　４年～10年

②　無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③　リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採
用しております。なお、所有権移転外ファイナンス・リース
取引のうち、リース取引開始日が平成21年２月28日以前のリ
ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。
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(3)　引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

②　株主優待引当金 株主優待券の利用による費用負担に備えるため、株主優待券
の利用実績率に基づき、当連結会計年度末において将来利用
されると見込まれる額を計上しております。

③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における
退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま
す。

　 なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務
期間内の一定の年数（３年）による定額法により按分した額
を、発生した連結会計年度より費用処理しております。
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残
存勤務期間内の一定の年数（３年）による定額法により按分
した額を翌連結会計年度より損益処理することとしておりま
す。

　          （会計方針の変更）
当連結会計年度より「退職給付に係る会計基準」の一部改正
（その３）（企業会計基準 第19号 平成20年７月31日）を適
用しております。なお、これによる損益に与える影響はあり
ません。

④　店舗閉鎖損失引当金　 店舗等の閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、原状回復費
用等の閉店関連損失見込額を計上しております。　
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(4)　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
①　繰延資産の処理方法
　(イ)社債発行費 社債発行費は支出時に全額費用として処理しております。
　(ロ)株式交付費 株式交付費は支出時に全額費用として処理しております。
②　重要なヘッジ会計の方法
　(イ)ヘッジ会計の方法　　　　金利スワップについては、特例処理を採用しております。
　(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　　ヘッジ手段
　　　　ヘッジ対象

金利スワップ
借入金

　(ハ)ヘッジ方針
 

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引
を行っております。　　

　(ニ)ヘッジの有効性評価の方
法

特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評
価を省略しております。

③　消費税等の会計処理 税抜方式を採用しております。
 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。　
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（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更）　
　有形固定資産の減価償却の方法の変更

　当社及び連結子会社では、すべての有形固定資産の減価償却方法について、従来定率法を採
用しておりましたが（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物＜建物付属設備を除く＞
については、定額法）、当連結会計年度より定額法に変更いたしました。
  この変更は、平成22年１月開催の取締役会決議による中期出店戦略で従来にない大規模な出
店計画を展開するに際し、新規店舗が平準的な収益を計上している最近の動向を鑑み、収益と
費用の対応関係をより重視した投資回収方法の見直しを行った結果、定額法による減価償却の
方法がより合理的な費用収益対応を表すと判断するに至ったことによるものであります。
　これに伴い従来と同一の方法によった場合と比べ、当連結会計期間の減価償却費は275,507千
円減少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が同額増加しております。

　
（表示方法の変更）　

　従来、流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「未収入金」（前連結会計年度
294,309千円）及び流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「未払金」（前連結会計
年度595,162千円）は、当連結会計年度において、金額的重要性が増したため、区分して表示し
ております。　

　

（連結貸借対照表に関する注記）
１．担保提供資産及び担保に係る債務

担保資産の内容及びその金額
　 土地 4,657,796千円
　 建物及び構築物 121,993千円
　 合計 4,779,790千円

担保に係る債務の金額
　 短期借入金 1,830,000千円
　 １年内返済予定の長期借入金 2,393,168千円
　 長期借入金 1,668,842千円
　 合計 5,892,010千円
２．有形固定資産の減価償却累計額 17,721,967千円

　

（連結損益計算書に関する注記）
　当連結会計年度より、フランチャイジーが運営を行っている店舗の「事業価値」をフランチ
ャイジーに売却しており、フランチャイズ契約の締結に伴う店舗運営事業の売却益66,426千円
をその他の営業収入に含めて表示しております。当該フランチャイジーへの売却価額は、売却
対象の店舗運営事業が将来生み出すと期待されるキャッシュ・フローに基づき算定されており、
買い手であるフランチャイジーと合意された金額であります。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　 　 　 　 （単位：株）

　
前連結会計年度末
株 式 数

当連結会計年度増加
株 式 数

当連結会計年度減少
株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数

発行済株式 　 　 　 　

普通株式 21,927,972 140,000 － 22,067,972

自己株式 　 　 　 　

普通株式 1,668,283 1,237 1,660,000 9,520 

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加1,237株は単元未満株式の買取による増加であります。
減少1,660,000株のうち1,400,000株は引受人の買取引受けによる売出しによる自己株式の処分
であり、260,000株は第三者割当増資に伴う自己株式の処分であります。

　
２．配当に関する事項
(1)　配当金支払額

決 議 株 式 の 種 類
配当金の総額
( 千 円 )

１株当たり配当額
( 円 )

基 準 日 効 力 発 生 日

平成22年５月26日
定時株主総会

普通株式 81,038 4.00 
平成22年
２月28日

平成22年
５月27日

平成22年10月13日
取締役会

普通株式  110,295 5.00 
平成22年
８月31日

平成22年
11月18日

(2)　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるも
の

決 議 予 定 株 式 の 種 類
配当金の総額
( 千 円 )

１株当たり配当額
( 円 )

基 準 日 効 力 発 生 日 配 当 の 原 資

平成23年５月25日
定時株主総会

普通株式  110,292  5.00
平成23年
２月28日

平成23年
５月26日

利益剰余金
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
(1)　金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い預金等に限定し、銀行等金融機関からの
借入及び社債の発行により資金を調達しております。デリバティブは、借入金の金利変動リス
クを回避するために利用し、投機的な取引は行いません。

(2)　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である売掛金に係る顧客の信用リスクは、売掛金管理規程に沿ってリスク低減をは

かっております。
投資有価証券は、業務上の関連を有する企業の株式であり定期的に発行体の財務状況等の把

握を行っております。
差入保証金、建設協力金及び敷金は、主に店舗の賃貸借契約に係るものであり、賃貸人の信

用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、店舗開発部が主要な取引先の状況を定
期的にモニタリングするとともに、早期回収を行うことにより財務状況等の悪化等による回収
懸念の早期把握や軽減をはかっております。
営業債務である買掛金は、原則として翌月が支払期日です。
借入金のうち短期借入金の使途は運転資金であり、長期借入金及び社債の使途は設備投資資

金であります。一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を利用して、ヘ
ッジしております。
デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利

スワップ取引であります。なお、長期借入金のヘッジの有効性の評価方法については、金利ス
ワップの特例処理の要件を満たしているため、その判定をもって有効性の評価を省略しており
ます。また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金
融機関とのみ取引を行っております。

(3)　金融商品時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、
異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。



2011/04/18 19:18:07 ／ 10724867_株式会社リンガーハット_招集通知

連結注記表

－ 30 －

２．金融商品の時価等に関する事項
平成23年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりませ
ん（(注2)参照）。

　（単位：千円）　

　 区 分 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

① 現 金 及 び 預 金 1,152,964 1,152,964 －

　 資 産 計  1,152,964 1,152,964 －

① 短 期 借 入 金 2,210,000 2,210,000 －

② 長　 期　 借　 入 　金 (※) 4,269,633 4,269,137 △495

　 負 債 計 6,479,633 6,479,137 △495

　 デ リ バ テ ィ ブ 取 引 － － －

(※)  １年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めて表示しております。
　

(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産
①現金及び預金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額

によっております。
　

負債
①短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額

によっております。
②長期借入金
長期借入金の時価については、変動金利によるものは短期間で市場金利を反映し、当社の信

用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられる
ため、当該帳簿価額によっております。また、固定金利によるものは元利金の合計額を新規に
同様の借入れを行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。
なお、金利スワップの特例処理の対象となっている、変動金利による長期借入金については、

当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を同様の借入を行った場合に適用さ
れる合理的に見積られる利率で割引いて算出する方法によっております。
　

デリバティブ取引　
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処

理されているため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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(注2)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

敷　　　　　　　金(※) 2,663,349

　(※)敷金については、償還時期を合理的に見積もることができず、時価を把握することが極めて
困難と認められるため、時価評価は行っておりません。

　
（追加情報）

当連結会計年度より「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号平成20年３月10
日）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号平成20
年３月10日）を適用しております。

　
（１株当たり情報に関する注記）
１.１株当たり純資産額 474円33銭
２.１株当たり当期純利益 35円49銭

　
（重要な後発事象） 
　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

　 独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 　

　 平成23年４月15日　

　株式会社　リンガーハット 　

　 取締役会　御中 　

　 新日本有限責任監査法人 　

　

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公 認 会 計 士 奥 村 勝 美 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公 認 会 計 士 堺 　 昌 義 
　

　　

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社リンガーハットの平成22年３

月１日から平成23年２月28日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。この連結計

算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意

見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保

証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表

示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基

礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、株式会社リンガーハット及び連結子会社から成る企業集団の当該連結計算書

類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以　上
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貸　借　対　照　表
（平成23年２月28日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 　  産 　  の 　  部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
立 替 金
未 収 入 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
施 設 利 用 権
電 話 加 入 権
借 家 権
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
従 業 員 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
差 入 保 証 金
破 産 更 生 債 権 等
建 設 協 力 金
敷 金
店 舗 賃 借 仮 勘 定
そ の 他
貸 倒 引 当 金

　
1,663,117
927,202
192,250
80,733
124,993
138,063
50,443
44,966
83,824
20,639

20,102,035
14,529,599
6,291,937
708,089
402,414

815
128,567

6,500,259
326,906
170,608
185,944
17,243
7,486
91,184
61,384
8,646

5,386,491
505,190
427,690

465
5,124
72,152
61,574
905,597
23,279
557,467

2,679,982
53,771
117,473
△23,279

（ 負 　  債 　  の 　  部 ） 　
流 動 負 債 7,148,675

買 掛 金 568,908
1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 246,000
短 期 借 入 金 2,150,000
１年内返済予定の長期借入金 2,167,206
リ ー ス 債 務 57,354
未 払 金 877,837
未 払 費 用 99,814
未 払 法 人 税 等 30,451
未 払 事 業 所 税 1,187
預 り 金 713,173
株 主 優 待 引 当 金 52,013
店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 139,680
そ の 他 45,047

固 定 負 債 3,768,016
長 期 未 払 金 422,537
社 債 768,000
長 期 借 入 金 1,685,527
リ ー ス 債 務 274,944
退 職 給 付 引 当 金 307,545
預 り 保 証 金 234,432
そ の 他 75,030

負 債 合 計 10,916,692

（ 純  資  産  の  部 ） 　
株 主 資 本 10,793,271
資 本 金 5,066,122
資 本 剰 余 金 4,427,356
資 本 準 備 金 2,079,391
そ の 他 資 本 剰 余 金 2,347,965

利 益 剰 余 金 1,310,323
そ の 他 利 益 剰 余 金 1,310,323
繰 越 利 益 剰 余 金 1,310,323

自 己 株 式 △10,530
評 価 ・ 換 算 差 額 等 55,188
その他有価証券評価差額金 55,188

純 資 産 合 計 10,848,460
資 産 合 計 21,765,153 負 債 及 び 純 資 産 合 計 21,765,153
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損　益　計　算　書

( 平成22年３月１日から )平成23年２月28日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 　 12,275,838

売 上 原 価 　 10,807,983

売 上 総 利 益 　 1,467,855

そ の 他 の 営 業 収 入 　 3,355,945

営 業 総 利 益 　 4,823,801

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 3,928,417

営 業 利 益 　 895,383

営 業 外 収 益 　 　

受 取 利 息 10,835 　

受 取 配 当 金 8,081 　

そ の 他 14,110 33,027

営 業 外 費 用 　 　

支 払 利 息 135,134 　

社 債 利 息 3,332 　

社 債 発 行 費 26,774  

株 式 交 付 費 7,844  

そ の 他 8,688 181,773

経 常 利 益 　 746,637

特 別 利 益 　 　

投 資 有 価 証 券 売 却 益 264 　

関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 戻 入 額 224,965 225,229

特 別 損 失 　 　

固 定 資 産 除 却 損 36,102 　

店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 繰 入 額 135,401 　

減 損 損 失 268,815 　

投 資 有 価 証 券 評 価 損 3,145 　

そ の 他 9,737 453,202

税 引 前 当 期 純 利 益 　 518,664

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 12,609 　

法 人 税 等 調 整 額 △131,650 △119,040

当 期 純 利 益 　 637,704
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株主資本等変動計算書

( 平成22年３月１日から )平成23年２月28日まで
（単位：千円）

 

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資 本 剰 余 金 合 計
そ の 他 利 益 剰 余 金

利益剰余金合計
繰 越 利 益 剰 余 金

平成22年２月28日残高 5,028,962 2,042,231 2,637,028 4,679,259 863,952 863,952

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　

新 株 の 発 行 37,159 37,159  37,159  －

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 － △191,334 △191,334

当 期 純 利 益 　 　 　 － 637,704 637,704

自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 － 　 －

自 己 株 式 の 処 分 　  △289,063  △289,063 　 －

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度
中の変動額(純額)

　 　 　 － 　 －

事業年度中の変動額合計 37,159  37,159 △289,063 △251,903 446,370 446,370

平成23年２月28日残高 5,066,122 2,079,391 2,347,965 4,427,356 1,310,323 1,310,323

　

　
株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 その他有価証券評価差額金

平成22年２月28日残高 △1,869,777 8,702,398 29,560 8,731,959

事業年度中の変動額 　 　 　 　

新 株 の 発 行 　 74,319 　 74,319

剰 余 金 の 配 当 　 △191,334 　  △191,334

当 期 純 利 益 　  637,704 　 637,704

自 己 株 式 の 取 得 △1,236 △1,236 　  △1,236

自 己 株 式 の 処 分 1,860,483 1,571,420 　 1,571,420

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度
中の変動額(純額)

　 － 25,627 25,627

事業年度中の変動額合計 1,859,246 2,090,873 25,627 2,116,501

平成23年２月28日残高 △10,530 10,793,271 55,188 10,848,460
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個　別　注　記　表

( 平成22年３月１日から )平成23年２月28日まで
　
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
(1)　有価証券
①　子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
②　その他有価証券

　時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　時価のないもの 移動平均法に基づく原価法
(2)　たな卸資産
①　商品及び製品 月別移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）
②　原材料及び貯蔵品 　
　　(イ)原材料 月別移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）
　　(ロ)貯蔵品　 最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
(3)　デリバティブ 時価法
２．固定資産の減価償却の方法
(1)　有形固定資産

（リース資産を除く）　
定額法を採用しております。

　 なお、平成11年３月１日以降に取得した取得価額10万円以上
20万円未満の資産については、３年間で均等償却する方法を
採用しております。

　 また、主な耐用年数は次のとおりであります。
　 建物　　　　　　　　10～31年
　 構築物　　　　　　　10～20年
　 機械及び装置　　　　10年
　 車両運搬具　　　　　３～５年
　 工具器具及び備品　　４～６年
(2)　無形固定資産

（リース資産を除く）　
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

(3)　リース資産　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採
用しております。なお、所有権移転外ファイナンス・リース
取引のうち、リース取引開始日が平成21年２月28日以前のリ
ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。
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３．引当金の計上基準
(1)　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

(2)　株主優待引当金 株主優待券の利用による費用負担に備えるため、株主優待券
の利用実績率に基づき、当事業年度末において将来利用され
ると見込まれる額を計上しております。

(3)　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額に基づき当事業年度末に発生
していると認められる額を計上しております。

　 なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務
期間内の一定の年数（３年）による定額法により按分した額
を、発生した事業年度より費用処理しております。
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残
存勤務期間内の一定の年数（３年）による定額法により按分
した額を翌事業年度より損益処理することとしております。
（会計方針の変更）
当事業年度より「退職給付に係る会計基準」の一部改正（そ
の３）（企業会計基準 第19号 平成20年７月31日）を適用し
ております。なお、これによる損益に与える影響はありませ
ん。

(4)　関係会社事業損失引当金 関係会社への投資に係る損失に備えるため、当該会社の財政
状態及び回収可能性等を勘案して必要と認められる額を計上
しております。

(5)　店舗閉鎖損失引当金 店舗等の閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、原状回復費
用等の閉店関連損失見込額を計上しております。
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４．その他計算書類作成のための重要な事項　
(1)　繰延資産の処理方法　 　
　①　社債発行費　 社債発行費は支出時に全額費用として処理しております。
　②　株式交付費　 株式交付費は支出時に全額費用として処理しております。
(2)　ヘッジ会計の方法　 　
　　①　ヘッジ会計の方法 金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているた

め、特例処理を採用しております。　

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　(イ)ヘッジ手段
　(ロ)ヘッジ対象　

　
金利スワップ
借入金

　　③　ヘッジ方針　 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引
を行っております。

④　ヘッジの有効性評価の方法 特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評
価を省略しております。

(3)　消費税等の会計処理方法 税抜方式を採用しております。
　
（会計方針の変更）
　有形固定資産の減価償却の方法の変更
　当社は、すべての有形固定資産の減価償却方法について、従来定率法を採用しておりましたが
（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物＜建物付属設備を除く＞については、定額
法）、当事業年度より定額法に変更いたしました。
この変更は、平成22年１月開催の取締役会決議による中期出店戦略で従来にない大規模な出店

計画を展開するに際し、新規店舗が平準的な収益を計上している最近の動向を鑑み、収益と費用
の対応関係をより重視した投資回収方法の見直しを行った結果、定額法による減価償却の方法が
より合理的な費用収益対応を表すと判断するに至ったことによるものであります。
　これに伴い従来と同一の方法によった場合と比べ、当事業年度の減価償却費は242,403千円減
少し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が同額増加しております。
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（貸借対照表に関する注記）
１．担保提供資産及び担保に係る債務

担保資産の内容及びその金額
　 土地 4,720,201千円
　 建物 121,993千円
　 合計 4,842,194千円

担保に係る債務の金額
　 短期借入金 1,800,000千円
　 １年内返済予定の長期借入金 1,668,842千円
　 長期借入金 1,976,268千円
　 合計 5,445,110千円
２．有形固定資産の減価償却累計額 16,011,502千円
３．関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 19,351千円
長期金銭債権 21,139千円
短期金銭債務 800,120千円
長期金銭債務 －千円

　
（損益計算書に関する注記）
　１．当事業年度より、フランチャイジーが運営を行っている店舗の「事業価値」をフランチャイジ

ーに売却しており、フランチャイズ契約の締結に伴う店舗運営事業の売却益66,426千円をその
他の営業収入に含めて表示しております。当該フランチャイジーへの売却価額は、売却対象の
店舗運営事業が将来生み出すと期待されるキャッシュ・フローに基づき算定されており、買い
手であるフランチャイジーと合意された金額であります。

２．関係会社との取引高の総額
営業取引による取引高の総額 11,942,695千円
営業取引以外の取引高の総額 －千円

　
（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　 　 　 　 （単位：株）

　 前事業年度末株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

自己株式 　 　 　 　

普通株式 1,668,283 1,237 1,660,000 9,520

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加1,237株は単元未満株式の買取による増加であります。
減少1,660,000株のうち1,400,000株は引受人の買取引受けによる売出しによる自己株式の処分
であり、260,000株は第三者割当増資に伴う自己株式の処分であります。
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（流動の部）

　 繰延税金資産 　
　 未払事業税 5,934千円
　 未払事業所税 478千円
　 株主優待費用引当金 20,961千円
　 店舗閉鎖損失引当金 56,291千円
　 その他 158千円
　 小計 83,824千円
　 評価性引当額 －千円
　 合計 83,824千円
　 　

繰延税金資産純額
　

83,824千円
　

（固定の部）　
　 繰延税金資産 　
　 退職給付引当金 123,940千円
　 合併に伴う固定資産評価損（土地） 45,219千円
　 減損損失 275,141千円
　 長期未払金 164,153千円
　 投資有価証券評価損 202,930千円
　 関係会社株式評価損 135,304千円
　 税務上の繰越欠損金 49,555千円
　 その他 42,470千円
　 小計 1,038,716千円
　 評価性引当額 △904,920千円
　 合計 133,795千円
　
　 繰延税金負債 　
　 その他有価証券評価差額金 37,122千円
　 その他 35,099千円
　 合計 72,221千円
　 　

繰延税金資産純額
　

61,574千円
　



2011/04/18 19:18:07 ／ 10724867_株式会社リンガーハット_招集通知

個別注記表

－ 41 －

（リースにより使用する固定資産に関する注記）
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、店舗設備、製造設備等の一部については、所有権移転
外ファイナンス・リース契約により使用しております。
　

（関連当事者との取引に関する注記）

(1) 役員及び個人主要株主等

種 類
会社等の
名 称

所 在 地
資本金
(千円)

事業の内容
又 は 職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合

関 係 内 容
取引の
内 容

取 引
金 額
(千円)

科 目
期 末
残 高
(千円)

役員の
兼任等

事業上
の関係

役員及びその近親者
が議決権の過半数を
所 有 す る 会 社

株 式 会
社 鬼 が
島 本 舗
(注)１

福 岡 県
福 岡 市
早 良 区

20,000

フードサ
ービス業
及び食品
卸 売 業

― ―

製品の
販 売

製品の
販 売
(注)２

10,943 売掛金 2,444

事務所の
賃 貸 等

賃貸料等
の受取り
(注)３

6,832 ― ―

取引条件ないし取引条件の決定方針等
（注）１．当社代表取締役米濵和英及び非常勤取締役米濵鉦二の近親者が議決権の100.0％を直接保

有しております。
２．取引価格は、工場から店舗への出荷単価に一定の利益（20％基準）及び出荷諸経費を付加
して決定しております。なお、支払条件は、３ヵ月サイトであります。

３．取引価格等は一般的取引条件によっております。
４．取引金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 子会社等

種 類 会社等の名称 事業の内容又は職業
議決権等
の所有(被
所有)割合

関連当事者と
の 関 係

取引の内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
(千円)

子 会 社
リンガーハッ
ト ジ ャ パ ン
株 式 会 社

「長崎ちゃんぽん
リンガーハット」
の 営 業

100％
食材の販売

食材等の売上
(注)１

8,188,180 ― ―

店舗売上金の
預 り

― ― 預り金 503,308

子 会 社 浜勝株式会社
「とんかつ浜勝」の
営 業

100％
食材の販売

食材等の売上
(注)１

3,679,471 ― ―

店舗売上金の
預 り

― ― 預り金 44,813

子 会 社
リンガーハット
開発株式会社

設備メンテナンス業 100％ 固定資産の購入
固定資産の購入等

　 (注 )２
1,621,262 未払金 251,999

取引条件ないし取引条件の決定方針等
（注）１．取引価格は一般的取引条件によっております。

２．取引価格は、関係会社から提示される価格に基づき、市場の実勢価格を勘案して合理的に
決定しております。

３．取引金額には、消費税等は含まれておりません。
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（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 491円80銭
２．１株当たり当期純利益 29円09銭

　
（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。　
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計算書類に係る会計監査報告

　 独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 　

　 平成23年４月15日　

　株式会社　リンガーハット 　

　 取締役会　御中 　

　 新日本有限責任監査法人 　

　

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 奥 村 勝 美 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 堺 　 昌 義 
　

　　

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社リンガーハットの平成22

年３月１日から平成23年２月28日までの第47期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用し

た会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計

算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果とし

て意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

　 監 査 報 告 書 　

　 当監査役会は、平成22年３月１日から平成23年２月28日までの第47期事業年度の取締役の職務の執行に関して、

各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受ける

ほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部

監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会そ

の他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を

確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会

決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。

なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び新日本有限責任監査法人から当該内部統制の評価及

び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から

事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討

いたしました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、

会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か

ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監

査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要

に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株

主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書、並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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　２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに

関する取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

以上　

　

　 平成23年４月22日 　

　 株式会社リンガーハット　監査役会 　

　

常勤監査役 閑 　 敏 郎 
監 査 役 東　　　富士男 
監 査 役 増 山 晴 英 

　

　（注）監査役東富士男、増山晴英は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。 　

以　上
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株主総会参考書類

　

第１号議案　剰余金処分の件

当期の剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　

期末配当に関する事項

当期の連結売上高は、前期より実施したグループ全店舗での野菜国産化が引き続き好調を維持

し、ドライブスルー業態などの新しい営業施策が売上高の底上げに貢献するなど売上高が順調に

推移する一方、生産工場の２拠点化や本社機構改革などによる経営の高効率化が徐々に進みつつ

あり、おかげさまで２期連続で年度当初の業績見通しを上回る増益とすることができました。

当社は株主の皆さまへの安定配当を旨としておりますことより、以上の結果を勘案し、当期末

配当金につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　①　配当財産の種類

　　　金銭といたします。

　②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　　　当社普通株式１株につき金５円といたしたいと存じます。

　　　なお、この場合の配当総額は110,292,260円となります。　　
　　　　（注）これにより中間配当金を加えました通期の配当金は、１株につき10円となります。

　③　剰余金の配当が効力を生じる日

　　　平成23年５月26日といたしたいと存じます。
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第２号議案　取締役５名選任の件

　本総会終結の時をもって、当社の現任取締役の全員（５名）は任期満了となります。つきまして

は取締役５名（５名全員が再任候補者）の選任をお願いするものであります。

　取締役の候補者は次のとおりであります。　

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
の 株 式 数

１
よね

米
はま

濵
かず

和
ひで

英
(昭和18年12月１日生)

昭和39年３月　当社設立に参画

昭和40年４月　当社取締役

昭和51年８月　当社代表取締役社長

平成17年５月　当社代表取締役会長

平成20年９月　当社代表取締役会長兼社長（現任）　

［重要な兼職の状況]

リンガーハットジャパン株式会社代表取締役社長

浜勝株式会社代表取締役社長　

36,225株

２
かま

鎌
だ

田
たけ

武
のり

紀
(昭和30年９月18日生)

平成13年６月　当社執行役員

平成18年９月　当社取締役開発本部長

平成21年５月　当社専務取締役営業本部長

平成22年５月　当社専務取締役海外事業統括責任者　フランチャイズ企画開発管掌

　　　　　　　（現任）　

6,000株

３
や

八
はた

幡
かず

和
ゆき

幸
(昭和30年９月29日生)

平成10年５月　当社取締役管理本部長

平成12年１月　当社取締役商品本部長

平成22年５月　当社常務取締役グループ中期経営計画・財務統括責任者

平成23年３月　当社常務取締役経営戦略室長（現任）　

8,600株

４
まえ

前
だ

田
やす

泰
じ

司
(昭和29年１月12日生)

平成13年５月　当社取締役

平成15年５月　当社取締役生産本部長

平成22年５月　当社常務取締役モデル店舗開発・技術開発統括責任者

平成23年３月　当社常務取締役研究開発グループ担当（現任）

3,265株

５
よね

米
はま

濵
しょう

鉦
じ

二
(昭和13年１月17日生)

昭和51年８月　当社代表取締役副社長

昭和54年４月　当社代表取締役会長

平成15年５月　当社取締役最高顧問（現任）

119,403株

（注）各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。　
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第３号議案　監査役１名選任の件

　本総会終結の時をもって、当社の現任監査役増山晴英氏は任期満了となります。つきましては、

監査役１名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役の候補者は次のとおりであります。　

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

うえ

上
の

野
もり

守
お

生
(昭和14年11月５日生)

昭和51年１月　亜細亜証券印刷株式会社（現株式会社プロネクサス）代表取締役社長

平成20年６月　株式会社プロネクサス代表取締役社長兼ＣＥＯ

平成22年６月　同社代表取締役会長（現任）

－

（注）１．上野守生氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役の候補者であり、会社法施行規則第２条第３項第８号に定める社外監査役

候補者の要件を満たしております。

２．当社は、候補者が代表取締役を務める株式会社プロネクサスとの間で、会社法及び金融商品取引法上の法定書類作成に関する取引

がありますが、その取引額は一般株主と利益相反を生じるおそれのない範囲の額（平成22年度実績／連結売上高の0.1％）であり、

当該候補者の社外監査役としての独立性やガバナンス体制に何ら影響を及ぼすものではないと判断しております。

３．上野守生氏は、ディスクロージャー・ＩＲ資料支援の専門会社である株式会社プロネクサスの経営に永年携わり、経営者としての

豊富な見識と経験を有し、会社法や金融商品取引法などの企業法務に関する幅広い知識は、当社の監査体制の実効性強化とともに

社外監査役としての適正かつ有益な意見をいただけるものと判断しております。

４．当社は、上野守生氏が原案どおり選任された場合には、会社法第427条第１項の規定に基づく、同法第423条第１項の損害賠償責任

を限定する契約を締結する予定であり、その内容は当該契約に基づく損害賠償責任の限度額を同法第425条第１項に定める最低責

任限度額とするものであります。

　　また、併せて東京証券取引所及び福岡証券取引所が定める「独立役員」に該当するものとして指定し、両取引所に届け出る予定で

あります。　
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第４号議案　補欠監査役１名選任の件

平成22年５月26日開催の第46期定時株主総会において補欠監査役に選任された山内信俊氏の予選

効力は、本総会開始の時までとされておりますので、法令に定める監査役の員数を欠くことになる

場合に備え、会社法第329条第２項の規定に基づき、改めて補欠監査役１名の選任をお願いするも

のであります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

また、本決議の効力は会社法施行規則第96条第３項前段の規定に基づき、当社の次期定時株主総

会の開始の時までといたします。

補欠監査役の候補者は次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 （ 重 要 な 兼 職 状 況 ）
所 有 す る
当 社 株 式 の 数

やまの

山
うち

内
のぶ

信
とし

俊

(昭和22年３月31日生)

昭和47年４月　弁護士登録

昭和60年２月　尚和法律事務所シニア・パートナー

平成14年１月　外国法共同事業ジョーンズ・デイ法律事務所東京事務所パートナー

　　　　　　　（現任）

－

（注）１．山内信俊氏は、会社法施行規則第２条第３項第８号に定める社外監査役候補者の要件を満たしております。

　　　２．当社は、候補者が所属する法律事務所との間で、主に海外事業における契約法務に関する顧問契約を締結し、所定の報酬を支払っ

ておりますが、その報酬額は一般株主と利益相反が生じるおそれのない範囲の額（平成22年度実績／連結売上高の0.02％）であり、

当該候補者の社外監査役としての独立性や当社のガバナンス体制に何ら影響を及ぼすものではないと判断しております。

３．山内信俊氏は過去に直接会社経営に関与された経験はありませんが、弁護士として国内外のＭ＆Ａ、合併、知的財産権その他一般

企業法務に係る長年の経験と、非常に高度かつ専門的知見を有していることから、社外監査役としての職務を適切に遂行していた

だけるものと判断いたしました。

４．当社は、山内信俊氏が監査役に就任される場合には、会社法第427条第１項の規定に基づく、同法第423条第１項の損害賠償責任を

限定する契約を締結する予定であり、その内容は当該契約に基づく損害賠償責任の限度額を同法第425条第１項に定める最低責任

限度額とするものであります。

以　上
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株主用メモ
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株主用メモ
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株主懇談会のご案内
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株主の皆さまへ　

　 平成23年５月９日

　 株式会社リンガーハット
　 代表取締役会長兼社長 米 濵 和 英

株主懇談会のご案内

拝啓　株主の皆さまには平素より格別のお引き立てを賜り、心より御礼申しあげます。

　さて、当第47期定時株主総会終了後、株主の皆さまに当社へのご理解をより深めていただき、

また当社並びにグループ会社役員及び幹部社員との交流と対話促進の場として、株主懇談会を開

催いたしますので、お時間がございましたらご出席くださいますようご案内申しあげます。

敬　具

記

１．株主懇談会開催会場

ホテルニューオータニ博多　４階「飛翔の間」

（株主総会主会場３階の上階でございます。）

２．開催日時

平成23年５月25日（水曜日）

開催時間は定時株主総会終了後に１時間程度を予定しております。

３．株主懇談会ご入場について

①　懇談会会場の収容能力及び警備上、ご同伴の方も含め株主さまご本人以外の方のご入場

はできませんので何卒ご了承ください。

　また懇談会ご入場に当たっては定時株主総会会場ご入場受付でお渡しする出席票のご提

示が必要となります。

②　定時株主総会終了までは、株主懇談会会場へのご入場並びにご案内はいたしかねますの

でご了承ください。

以　上

　

　



2011/04/18 19:18:07 ／ 10724867_株式会社リンガーハット_招集通知

地図

株主総会会場ご案内図
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Ｒ
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筑
紫
通
り

至福岡空港

祇園

天神

ホテルニューオータニ博多（３階　芙蓉の間）

〒810-0004 福岡県福岡市中央区渡辺通一丁目１番２号

　　　　　　Tel(092)714－1111

※開催フロアが前回（4階）より変更になっておりますのでご注意ください。

地下鉄七隈線・渡辺通駅より徒歩１分

西鉄大牟田線・薬院駅より徒歩５分

西鉄バス・渡辺通り１丁目停留所または柳橋停留所より徒歩１分

ＪＲ博多駅より車で７分

福岡都市高速天神北ランプより車で15分

※会場には駐車場及び駐輪場のご用意はございませんので、公共

交通機関をご利用いただきますようお願い申しあげます。


